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1 行政改革会議「最終報告」（1997年 12月 3日）。 
2 司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書―21世紀の日本を支える司法制度―」
（2001年 6月 12日）。 





研究 62号 1頁、1-2頁（2000年）。 
5 第 64回公法学会（1999年 10月 10日）のテーマ「内閣制度と行政機構」は行政改革を、





























                                                                                                                                               
第 65回公法学会（2000年 10月 7日）の統一テーマ「変容する社会と司法」は司法制度改革
を、それぞれ意識して設定されたと考えられる。 
6 平井宜雄・法政策学 15-20頁（第 2版、1995年）、田中成明・法的思考とはどのようなもの
か 6-11頁（1989年）を参照。 



























                                                 
7 その他の例については、内野正幸・憲法解釈の論点 211-214頁（新版、1997年）を参照。 
8 さまざまな解釈技法については、林修三・法令解釈の常識 117-134頁（第 2版、1975年）
を参照。 































12 宮沢俊義・法律学における学説 69-72頁、75-76頁（1968年）。 





明・現代社会と裁判―民事訴訟の位置と役割 166-168頁（1996年）を参照。See Abram Chayes, 
The Role of the Judge in Public Law Litigation, 89 HARV. L. REV. 1281 (1976)（柿嶋美子訳「公共的
訴訟における裁判官の役割」アメリカ法 1978年 1号 1頁(1978年)）. 
16 堀江湛・現代の政治生活 149-159頁（1987年）。 
17 憲法訴訟における裁判の政策形成機能については、戸松秀典「司法の政策形成機能」芦部
信喜編・講座憲法訴訟第 3巻 227頁（1987年）を参照。 




























                                                 



































                                                 


































                                                 
23 藤井・前掲注(18)230-231頁。 
24 高井・前掲注(22)296頁。 






























                                                 
25 市川・前掲注(21)682-686頁。 
26 藤井樹也「Civil Rights Actsの一断面（5・完）―§1983訴訟を中心に―」法経論叢 18巻 1
号 65頁、90-91頁（2000年）。 



































































                                                 
30 芹川洋一・憲法改革―21世紀日本の見取図―9頁（2000年）。 



























                                                 
31 「知る権利」との関係で、不明確な拡張的解釈により憲法の規範的効力の弱体化をまねく
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る必要性を主張した。この観点からは、基本法制の変革に憲法改革論の名をかぶせる議論や、
のぞましい政策論に憲法政策論の名をかぶせる議論は、憲法解釈論と政策論の関係の整序・
明確化をはかるうえでなお問題をはらむといわざるをえない。近時の制度改革にいう「この
国のかたち」の再構築を考えるうえでも、憲法解釈学と公共政策学のそれぞれの守備範囲を
明確にして、のぞましい政策論のありかたをあるべき個々の価値にてらしてひとつひとつ議
論してゆく必要があるようにおもわれる。 
